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道路法 第42条

政令（道路法施行令 第35条の2）

省令（道路法施行規則 第4条の5の6）
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法令点検に係る基準の体系について

○舗装については、政令（道路法施行令第35条の2）に基づき、維持・点検・措置を実施。
○トンネルなどの構造物と異なり、省令・告示に基づく定期点検は義務化されていないものの、道
路管理者が舗装点検の参考にできる、道路の特性に応じた点検頻度、判定事例等を取りまとめ
た技術的助言（舗装点検要領）が道路管理者に平成２８年１０月に通知。

・トンネルや橋などの定期点検について規定

・5年に1回、近接目視を基本とし点検を実施

告示（トンネル等の健全性の診断結果の
分類に関する告示）

・健全性の診断結果を、分類（４段階）

法令点検に係る基準の体系

・維持、点検、措置を講ずることを規定

技術的助言として

舗装点検要領

H28.10策定

・舗装点検の参考とできる、道路特性に応じた
点検頻度、判定事例等をまとめたもの

H25.9施行

H25.9施行

H26.7施行

H26.7施行
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地方自治体における舗装点検について

○舗装点検については約７割の地方自治体が実施しているが、定期点検の実施の有無や点検の
頻度などについては不明であるため、詳細に把握することが必要。

○個別施設計画については約５割の地方自治体が策定しており、舗装の劣化状況の把握や将来
の適切な補修計画を作成。

【舗装点検の実施状況】 【舗装の個別施設計画の策定状況】

68%

32%

52%48%
実施している

実施していない※

策定している策定していない

N=1,788
（特別区含む）

N=1,788
（特別区含む）

R7.7地方自治体への調査結果
※舗装点検の実施の有無を調査。巡視など
による点検が含まれる場合がある



○損傷の進行の早さ等（例えば、大型車の交通量）に応じて、各道路管理者が道路をA～Dに分類。
○点検頻度は、道路の分類に応じてメリハリをつけて実施。
○点検手法については、目視又は機器を用いた手法など適切な手法により実施。

道路の特性に応じた舗装点検の頻度や手法について

点検手法点検頻度主な道路
（イメージ）

分
類特性

目視又は機器を
用いた手法など適
切な手法により、
舗装の状態を把握
する

5年に1回以上
を目安として、
道路管理者が設定

高
速
道
路

A
高規格幹線道路 等
高速走行など求められるサービスの水準が
高い道路

直
轄
国
道B損傷の進行が早い道路 等

例えば大型車交通量が多い道路
補
助
国
道
・
県
道

政
令
市
一
般
市
道 更新時期や地域特

性等に応じて、
道路管理者が設定

C損傷の進行が緩やかな道路 等
例えば大型車交通量が少ない道路

市
道
村
道

D
生活道路 等
損傷の進行が極めて遅く占用工事等の
影響がなければ長寿命

メリハリを
つけて実施
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○アスファルト舗装及びコンクリート舗装の健全性の診断は、3区分に分類。
〇アスファルト舗装の修繕段階であるⅢ判定については、路盤以下の層の健全性に応じて区分。

道路の特性に応じた舗装点検の健全性の診断について

※1 コンクリート舗装の健全性の診断は、分類Ａ～Ｄ共通して、判定区分Ⅰ～Ⅲで判定

アスファルト舗装における健全性の診断※１分
類特性

Ⅰ：健全
損傷レベルが小：管理基準に照らし舗装表面が健全

分
類
A
・
B
の
判
定
区
分

A
高規格幹線道路 等
高速走行など求められるサービスの水準が
高い道路 Ⅱ：表層機能保持段階

損傷レベルが中：管理基準に照らし劣化程度が中程度

Ⅲ：修繕段階
損傷レベルが大：管理基準に照らし、それを超過している又は早期の超過が予見
される状態

B損傷の進行が早い道路 等
例えば大型車交通量が多い道路

Ⅲ-1 表層等修繕
路盤以下の層が健全であると想定される場合

Ⅲ-2 路盤打換等
路盤以下の層が損傷していると想定される場合

Ⅰ：健全
損傷レベルが小：管理基準に照らし舗装表面が健全

分
類
Ｃ
・
Ｄ
の
判
定
区
分

C損傷の進行が緩やかな道路 等
例えば大型車交通量が少ない道路

Ⅱ：表層機能保持段階
損傷レベルが中：管理基準に照らし劣化程度が中程度

D
生活道路 等
損傷の進行が極めて遅く占用工事等の影
響がなければ長寿命

Ⅲ：修繕段階
損傷レベルが大：管理基準に照らし、それを超過している又は早期の超過が予見
される状態
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舗装点検の実施状況

○舗装点検は、今年度２巡目点検の最終年度であり、来年度より３巡目点検を開始予定。
○２巡目（2022～2025年度）の累積点検実施率は、国土交通省が管理する道路では約88%、都道
府県・政令市が管理する道路※1では約78%と着実に進捗。

出典：道路メンテナンス年報（国土交通省 道路局 2026年8月）

※1 都道府県・政令市が管理する重要物流道路などの重交通を担う道路が対象。
※2 （ ）内は、2022～2025年度に点検を実施した車線延長の合計。
※3 四捨五入の関係で合計が100％とならない場合がある。

※2

※2
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定期点検による診断結果

【都道府県・政令市が管理する道路※１】【国土交通省が管理する道路】

○2025年度末時点で判定区分Ⅲ（修繕段階）の割合は国土交通省が管理する道路のアスファルト
舗装では12％、コンクリート舗装では8％。都道府県・政令市が管理する道路※１のアスファルト舗
装では12％、コンクリート舗装では8％。

出典：道路メンテナンス年報（国土交通省 道路局）※1 都道府県・政令市が管理する重要物流道路などの重交通を担う道路が対象。 7



補修状況を考慮した健全性の診断について

○パッチングなどの補修状況を考慮した健全性の診断が必ずしも適切に実施されていない実態を踏
まえ、点検要領において健全性の診断に関する留意事項を示すことが必要。
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現行の点検要領には、部分的な補修を踏まえた損傷評価の考え方が記載されていない



１．舗装点検の現状

２．これまでの取組

３．改定の方向性について
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【これまでの取組】舗装関連の振り返り

「舗装点検要領」の策定［H28.10］

舗装定期点検の開始［H29.4］

「舗装の構造に関する
技術基準」の改定［R8.9］

「点検支援技術性能カタログ（舗装）」の策定［R4.9］

路面性状を簡易に把握可能な新技術の公表［H30.12］

「全国道路施設点検データベース」の公開開始［R4.5］

「地方公共団体用舗装データベース」の運用開始［R6.1］

「道路分野における新技術導入促進方針」及び「新技術導入促進計画」の決定［R2.4］

直轄国道における「点検支援技術性能
カタログ（舗装）」の活用原則化［R5.4］

《舗装の定期点検》

《 xROADによる舗装マネジメント》

《舗装の技術基準の改定》

《道路メンテナンスに係る動向》

中央自動車道笹子トンネル天井板落下事故［H24.12］

H24 R4R3R2R1H30H29H28H27H26H25 R5 R6 R7 R8

改正道路法・政令施行（道路構造物の予防保全・老朽化対策）［H25.9］

橋梁・トンネル・道路附属物等の定期点検開始［H26.4］

舗装定期点検の２巡目開始［R4.4］

R9
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点検支援技術 性能カタログ（舗装）

従
来
点
検

点
検
支
援
技
術

目視により路面性状を確認 手入力による路面性状の記録

ひび割れ率・わだち掘れ量・IRI判定技術（５５技術）（R8.4時点）

○点検支援技術性能カタログは、国が定めた標準項目に対する性能を満足する技術をとりまとめたもの。
〇舗装の点検に活用できる技術は、令和８年４月時点で５５技術。
〇AIによる自動判定やスマートフォンで取得した画像等より路面性状を測定。

スマートフォンで取得した画像
と加速度による路面性状測定AIによる自動判定

ひび割れ率
IRIわだち掘れ量
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点検支援技術 性能カタログの効果の事例について

○点検支援技術性能カタログに掲載している技術の中には、従来点検と比較して、点検費用は約７割低減。延べ
作業人数は約８割低減するなど、効率的な舗装点検の実施が可能。

12出典：第１７回道路技術懇談会 資料１－１－２より抜粋

AI舗装点検システムHibimiruの場合



91%

82%

38%

8%

9%

18%

62%

92%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R7

R6

R5

R4

性能カタログ掲載技術による点検延長割合 性能カタログ掲載技術以外による点検延長割合

直轄国道における点検支援技術の活用原則化

〇直轄国道の舗装定期点検において、令和５年度から点検支援技術性能カタログの活用を原則化。
〇直轄国道では令和７年度の点検支援技術性能カタログの活用状況が約９割。
〇地方自治体においても効率的な点検を実施するため、新技術の普及を図ることが必要。

←直轄国道における舗装点検支援技術の原則化（R５．４）

13
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舗装点検記録様式（A-1_点検結果） ※１：点検実施毎に作成

数値
ﾘｽﾄか
ら選択

ﾃｷｽﾄ
ﾘｽﾄから
選択

数値 ﾃｷｽﾄ 数値 ﾃｷｽﾄ
ﾃｷｽﾄ

ﾘｽﾄから選
択

ﾃｷｽﾄ ﾃｷｽﾄ ﾃｷｽﾄ ﾃｷｽﾄ
ﾃｷｽﾄ
ﾘｽﾄから
選択

ﾃｷｽﾄ 数値

地整
番号

地整
事務所
番号

事務所
出張所
番号

出張所 都道府県
都道府
県・
政令市

路線
番号

現道
・旧道
・新道
区分

路線名
分類
（AorB）

市町村
（起点）

距離標
（起点）
※数値

82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 622
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 622
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 622
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 622
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 622
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 622
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 622
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 622
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 622
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 623
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 623
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 623
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 623
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 623
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 623
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 623
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 623
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 623
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 624
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 624
82 東北 82721 青森 8272165 十和田 青森県 青森県 4 4 B 三戸郡三戸町 624

様式A、様式B

H29~R3までは、様式A、様式Bに
点検結果を入力し、本省へ提出

R４～は、全国道路施設点検データベースが
構築され、舗装点検結果も舗装DBに登録

全国道路施設点検データベース

基礎DB
• 位置（緯度・経度）
• 路線名
• 管理者名

• 完成年度
• 点検実施年度
• 判定区分 等

舗装DB

令和４年5月
公開

令和４年7月
公開

無料無料

有料有料

• 舗装の種別・構成
• 健全性診断区分
• 点検結果（ひび割れ、IRI等）
• 措置の履歴 等

直轄国道における全国道路施設点検データベースの活用について

〇従来は紙ベースで記録・保存していた各様式が、全国道路施設点検データベースの活用により、
修繕履歴などが容易に把握できるようになり、効率的な維持管理が可能。
〇全国道路施設点検データベースの基礎DBは令和４年５月、舗装DBは令和４年７月に公開開始し、

webブラウザから閲覧等が可能。
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※表示されている対策状況は、あくまでもイメージであり実際のデータとは異なります。

施設・管理者ごとの表示や、
対策状況・判定区分で色分け表示が可能 平成27年度全国道路・街路交通情勢調査の

重ね合わせ・区間属性の表示が可能

アイコンをクリックで
諸元・点検データ等の表示が可能

全国道路施設点検データベース「損傷マップ」による見える化

〇公開した全国の道路施設の諸元、点検結果等のデータは「全国道路施設点検データベース損傷
マップ」から閲覧可能とし、見える化を実施。（舗装は直轄国道のみ）
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舗装の構造に関する技術基準と点検要領の関係性

【R8技術基準（R9.4.1から適用）】

〇令和８年９月３０日に「舗装の構造に関する技術基準」を25年ぶりに改定。（R9.4.1適用開始）
〇技術基準において舗装が有すべき性能を明確化したことを踏まえ、舗装の性能の状態を確認する
ことが点検の目的であることを点検要領に明示することが必要。

【見直し案の点検要領】

耐水性能
防水性能

横断方向移動時の
走行安定性能

縦断方向移動時の
走行安定性能

管理基準※

16

【H13技術基準】 【H28点検要領】

管理基準※

ひび割れ率
40％以上

わだち掘れ量
40mm以上

IRI
8mm/m以上

満たすべき基準

疲労破壊輪数

塑性変形輪数

平たん性
2.4mm

現在

例えば、
10年につき3,500万回

例えば、
1mmにつき3,000回

今後

有すべき性能 性能を示す基準

ひび割れ率
40％以下

わだち掘れ量
40mm以下

IRI
8mm/m以下

ひび割れ率
40％以上

わだち掘れ量
40mm以上

IRI
8mm/m以上

舗
装
が
有
す
べ
き
性
能
を
確
認

※管理基準は、修繕実施の判断をする基準
修繕実施の管理基準の基準値は、直轄国道の場合



舗装の性能に着目した損傷事例
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走行安定性能
耐水・防水性能性能

縦断方向横断方向

アスファルト
舗装

コンクリート
舗装

わだち掘れ量
40mm以上
診断区分：Ⅲ

（わだち掘れが
生じにくい構造のため
点検の対象外）

ー

目地部の角欠け・
目地材の飛散
診断区分：Ⅱ

IRI
8mm/m以上
診断区分：Ⅲ

ひび割れ率
40%以上
診断区分：Ⅲ

目地部の角欠けに
よる段差の発生
診断区分：Ⅲ



１．舗装点検の現状

２．これまでの取組

３．改定の方向性について
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舗装点検要領における課題等と改定の方向性について

技術基準において舗装が有すべき性能を明確化したことを踏まえ、舗装の性能の
状態を確認することが点検の目的であることを点検要領に明示することが必要

直轄国道では舗装の点検支援技術性能カタログの活用状況が約９割に及ぶ。地
方自治体においても効率的な点検を図るため、新技術の普及を図ることが必要

パッチングなどの補修状況を考慮した健全性の診断が必ずしも適切に実施されて
いない実態を踏まえ、点検要領において健全性の診断に関する留意事項を示す
ことが必要

課
題
等

点検により舗装が有すべき性能の状態について把握することを点検要領に明示

地方自治体における点検支援技術性能カタログの活用の実態を調査し、点検の
更なる効率化を推進することを点検要領に明示

各道路管理者における点検及び健全性の診断の実態を調査し、適切な健全性の
診断が実施されるよう、診断に関する留意事項を点検要領に明示

方
向
性
（
案
）
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道路技術小委員会（最近の審議事項と今後の方向性案）

令和７年８月 第２６回道路技術小委員会
舗装の技術基準の改定（案）について

令和８年１０月３０日 第２８回道路技術小委員会
「舗装点検要領」の改定に向けた方向性

令和８年度末 第２９回道路技術小委員会
「舗装点検要領」（案）の策定

アンケート等
舗装分野会議

各道路管理者（地方自治体等）への
意見照会

令和９年度～ 舗装点検（３巡目）開始

本日

年度末

（必要に応じて、小委員会を開催）確定
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